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(57)【要約】
　反応性組成物が溶融加工可能な反応性ペレットに成形される。この反応性組成物は、タ
ルク、粘土、パルプなどのような少なくとも１種の充填剤、並びに、少なくとも１種の多
価アルコールと、少なくとも１種の有機ポリ酸、少なくとも１種の有機無水物、及びこれ
らの組み合わせからなる群から選択される反応物質とを含む反応性混合物を包含する。あ
るいは、この反応性組成物は、少なくとも１種の充填剤と、反応性混合物から形成される
プレポリマーとを含む。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１種の充填剤及び反応性混合物を含む反応性ペレットであって、前記反応性
混合物が
　（ａ）少なくとも１種の多価アルコールと、少なくとも１種の有機ポリ酸、少なくとも
１種の有機無水物、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される反応物質とを含む
モノマー混合物、
　（ｂ）前記（ａ）に記載のモノマー混合物から形成されるプレポリマー、
　（ｃ）前記（ａ）のモノマー混合物と前記（ｂ）のプレポリマーとの組み合わせ、並び
に
　（ｄ）前記（ｂ）のプレポリマーと、多価アルコール、有機ポリ酸、有機無水物、及び
これらの組み合わせからなる群から選択される反応物質との組み合わせ、
　からなる群から選択され、前記反応性ペレットが溶融加工可能である、反応性ペレット
。
【請求項２】
　前記多価アルコールが、グリセロール、グリコール、及びこれらの組み合わせからなる
群から選択される、請求項１に記載の反応性ペレット。
【請求項３】
　前記有機ポリ酸が、アジピン酸、クエン酸、マレイン酸、コハク酸、ポリアクリル酸、
及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、請求項１に記載の反応性ペレット。
【請求項４】
　前記無水物が、無水コハク酸、無水マレイン酸、無水フタル酸、及びこれらの組み合わ
せからなる群から選択される、請求項１に記載の反応性ペレット。
【請求項５】
　前記少なくとも１種の充填剤が、タルク、粘土、パルプ、ＴｉＯ2、熱可塑性デンプン
、生デンプン、木粉、珪藻土、カーボンブラック、シリカ、無機ガラス、無機塩、粉末可
塑剤、粉末ゴム、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、請求項１に記載の
反応性ペレット。
【請求項６】
　前記反応性混合物がトリグリセリドを更に含む、請求項１に記載の反応性ペレット。
【請求項７】
　前記反応性混合物がモノグリセリド又はジグリセリドを含む、請求項１又は６に記載の
反応性ペレット。
【請求項８】
　前記反応性混合物が一塩基酸を更に含む、請求項１に記載の反応性ペレット。
【請求項９】
　前記反応性混合物が、酸基、アルコール基、及びこれらの組み合わせからなる群から選
択される官能基を有する化合物を更に含み、更に前記化合物がシリコーンオリゴマー、ポ
リエチレングリコール、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、請求項１に
記載の反応性ペレット。
【請求項１０】
　ａ）
　　１）少なくとも１種の多価アルコールと、少なくとも１種の有機ポリ酸、少なくとも
１種の有機無水物、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される反応物質とを含む
モノマー混合物、
　　２）前記（１）に記載のモノマー混合物から形成されるプレポリマー、
　　３）前記（１）のモノマー混合物と前記（２）のプレポリマーとの組み合わせ、並び
に
　　４）前記（２）のプレポリマーと、多価アルコール、有機ポリ酸、有機無水物、及び
これらの組み合わせからなる群から選択される反応物質との組み合わせ、からなる群から
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選択される反応性混合物を供給する工程と、
　ｂ）充填剤を供給する工程と、
　ｃ）前記反応性混合物と前記充填剤を組み合わせて均質な混合物を形成する工程と、
　ｄ）前記均質な混合物を押出成形してストランドを形成する工程と、
　ｅ）前記ストランドをペレットに切断する工程と、
　を含む、請求項１～５のいずれか一項に記載の溶融加工可能な反応性ペレットを製造す
るための方法。
【請求項１１】
　前記形成された反応性混合物がトリグリセリドを更に含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　前記形成された反応性混合物がモノグリセリド又はジグリセリドを更に含む、請求項１
０又は１１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記形成された反応性混合物が一塩基酸を更に含む、請求項１０に記載の方法。
【請求項１４】
　前記形成された反応性混合物が、酸基、アルコール基、及びこれらの組み合わせからな
る群から選択される官能基を有する化合物を更に含み、更に前記化合物がシリコーンオリ
ゴマー、ポリエチレングリコール、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、
請求項１０に記載の方法。
【請求項１５】
　請求項１～９のいずれか一項に記載の溶融加工可能な反応性ペレットから作製される物
品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、架橋された熱硬化性樹脂、特にアルキド樹脂と、粘土粒子などの固体充填剤
とを製造することができ、溶融加工可能であるように配合されたモノマー混合物又は反応
性プレポリマーのいずれかを含む、反応性組成物を目的とする。特定の実施形態では、こ
の反応性組成物は溶融加工装置の中に供給することができる固体ペレットの形態で作製さ
れる。
【背景技術】
【０００２】
　多くの成形可能な物品が、熱可塑性又は熱硬化性樹脂を含む合成材料から作製される。
熱可塑性樹脂及び熱硬化性樹脂は典型的には石油系原料から誘導される。石油価格の上昇
により、合成材料及びそれらから作られる関連物品を製造するために、代替可能で丈夫な
、低価格材料に対するニーズが高まっている。
【０００３】
　アルキドは一群の熱硬化性樹脂に適用される用語であり、ポリエステル縮合樹脂と記載
されることが最も適している。この群の材料は、多価アルコールと有機ポリ酸とのエステ
ル縮合体で構成される。グリセリンは、エステル縮合に使用される有力な多価アルコール
である。グリセリンの供給増加により、アルキド樹脂などの非石油系原料から物品を形成
するための方法を開発する機会が促進されてきた。
【０００４】
　従来のプラスチックは、ポリオレフィン、ポリプロピレン、ポリエステルといったよう
な熱可塑性樹脂からなる。加熱すると、熱可塑性樹脂は加工可能な、柔軟で粘稠な溶融物
になり、これは冷却により固化又は硬化する。固化後、熱可塑性樹脂から作製される材料
は温度に対して安定ではなく、再び溶融することがある。これらはまた、クリープを起こ
すか又は可塑的に変形することがある。熱可塑性樹脂は粒状ペレットに成形することがで
き、これは単独又は他の添加剤と共に押出成形機又は他の加工装置に容易に供給し、溶融
及び加工して、様々な最終製品を作ることができる。したがって、樹脂ペレット調製の成
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功が、多くの場合、あらゆる有用な熱可塑性材料開発の重要な第一段階である。
【０００５】
　アルキド樹脂などの熱硬化性樹脂は、架橋化学反応により硬化されなければならない液
体モノマー又はプレポリマー混合物として出発する。エポキシ樹脂及びフェノールホルム
アルデヒド樹脂は熱硬化性樹脂の別の典型例である。熱可塑性樹脂と異なって、いったん
硬化すると、熱硬化性樹脂は温度に対して安定であり、クリープを起こさず、可塑的に変
形しない。結果として、ほとんどの熱硬化性樹脂は溶融加工可能ではなく、したがって、
従来の熱可塑性樹脂と同様な方式で、後で溶融加工することができるペレットに成形する
ことができない。その代わり、熱硬化性樹脂から作製された物品は、架橋反応が完了して
いる成形型の中に注入された液体オリゴマー又はいわゆるプレポリマーから形成される。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　アルキドモノマー及びプレポリマーは加熱時に適度に流体となることができるが、これ
らは室温では粘稠でべたつき、これにより取り扱いが困難となる。また、ほとんどの熱硬
化性樹脂とは異なって、アルキド樹脂から作製された物品は、プレポリマー状態に再加工
して新しい物品に成形することができる。しかしながら、このような再加工には、追加的
な加工工程、エネルギー及び費用が必要となる。それゆえに、典型的には熱可塑性樹脂か
ら作製される物品の、アルキド樹脂からの製造を、熱可塑性樹脂を加工するのに使用され
るものと同一の装置で行うことはできない。したがって、熱可塑性樹脂用に広く使用され
ている従来の溶融加工装置で取り扱うことができる固体ペレットに、アルキドモノマー又
はプレポリマーを転換する手段に対して必要性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明は、溶融加工可能な反応性ペレットに成形される反応性組成物を提供する。この
反応性組成物は、アルキド樹脂熱硬化性樹脂を作製することができる、充填剤及び反応性
混合物を含む。充填剤には、タルク、粘土、パルプ、ＴｉＯ2、熱可塑性デンプン、生デ
ンプン、木粉（wood, flour）、珪藻土、カーボンブラック、シリカ、無機ガラス、無機
塩、粉末可塑剤、粉末ゴム、及びこれらの組み合わせを挙げることができる。反応性混合
物は、少なくとも１種の多価アルコールと、少なくとも１種の有機ポリ酸、少なくとも１
種の有機無水物、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される反応物質とを含むモ
ノマー混合物を包含する。あるいは、その反応性混合物は、モノマー混合物から形成され
るプレポリマー；プレポリマーとモノマー混合物の組み合わせ；又は、プレポリマーと、
多価アルコール、有機ポリ酸、有機無水物、及びこれらの組み合わせなどの反応物質との
組み合わせを含む。
【０００８】
　本発明はまた、前述した反応性混合物と充填剤とを組み合わせて均質な混合物を形成す
ることにより溶融加工可能な反応性ペレットを製造するための方法を目的とする。均質な
混合物は押出成形されてストランドにされ、切断されてペレットになる。
【０００９】
　本発明は、溶融加工可能な反応性ペレットから作製される成形品、シート、フィルム、
繊維、発泡体、及びこれらの組み合わせなどの物品を更に目的とする。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　本明細書で使用される全ての百分率、比率、割合は、特に指示がない限り反応性混合物
の重量百分率による。全ての平均値は、特に明確に指示がない限り、反応性混合物又はそ
れらの構成要素の「重量により」計算される。ポリマーの「平均分子量」又は「分子量」
は、特に指示がない限り、重量平均分子量を指す。重量平均分子量は、特に規定がない限
り、ゲル透過クロマトグラフィーにより決定される。
【００１１】
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　本明細書で使用する時、「コポリマー」とは、コポリマー、ターポリマー、及び他のマ
ルチモノマーポリマーを網羅することを意味する。
【００１２】
　本明細書で使用する時、「反応物質」とは、化学反応の開始時に存在し、化学反応の系
内にあるか又は化学反応の一部として曝される１種以上の他の物質又は触媒と反応する化
学物質を指す。
【００１３】
　本明細書で使用する時、「混合物」とは、特に規定がない限り、定義された群の構成要
素のいずれかの２種以上の混合物を指す。代替の成分の列挙は、特に指示がない限り、そ
のような成分の混合物を包含する。
【００１４】
　本明細書で使用する時、「生分解性」とは、微生物及び／又は天然の環境因子によって
最終的にＣＨ4、ＣＯ2及び水又は生物資源に完全に分解される化合物の能力を指す。
【００１５】
　本明細書で使用する時、「堆肥化可能」とは、次の３つの要件を満たす材料を指す。（
１）材料は、固形廃棄物用の堆肥化施設で処理することができる、（２）材料は、そのよ
うに処理されると、最後には最終堆肥になる、及び（３）堆肥を土壌中で使用すると、材
料は最終的に土壌中で生物分解する。
【００１６】
　本明細書で使用する時、「含む」という用語は、本発明を実施する際に多様な構成要素
、成分、又は工程を組み合わせて用いることができることを意味する。したがって、「含
む」という用語は、より制限された用語「から本質的になる」及び「からなる」を包含す
る。本反応性組成物は本明細書にて開示されるあらゆる必須構成要素及び任意要素を含む
ことができ、これらから本質的になることができ、又はこれらからなることができる。
【００１７】
　本明細書で使用する時、マーカッシュ言語は、特に指示がない限り、マーカッシュ群の
個々の要素の組み合わせを包含する。
【００１８】
　本明細書において開示される全ての数値域に関して、本明細書全体を通じて記載される
各最高数値限定は、それより小さいあらゆる数値限定を、そのような小さい数値限定が本
明細書に全て明確に記載されているかのように包含すると理解すべきである。加えて、本
明細書全体を通じて記載される各最小数値限定は、それより大きいあらゆる数値限定を、
そのような大きい数値限定が本明細書に全て明確に記載されているかのように包含する。
更に、本明細書の全体を通じて与えられる各数値域は、この数値域にある全てのより狭い
数値域を含み、同様にその数値域内にある個々の数字を包含し、このようなより狭い数値
域及び個々の数値は全て明確に記述される。
【００１９】
　本発明の反応性組成物、方法、及び物品は、粒子状充填剤と、エステル縮合反応から架
橋された熱硬化性樹脂、特にアルキド樹脂を作製することができる反応性混合物とを含む
複合材料を用いる。この反応性混合物は、多価アルコール及び多官能性有機ポリ酸又は無
水物を包含するモノマー混合物を包含する。この反応性混合物はまた、プレ架橋段階（pr
ecrosslinking stage）にまでモノマー混合物を反応させることにより作製されたプレポ
リマー、又はこのプレポリマーと及びモノマーの組み合わせを包含する。この反応性混合
物を充填剤と混合して、反応性組成物を形成する。この反応性組成物は小さな反応性ペレ
ットに作製され、このペレットは保存することができ、粒状形態であって、集塊を形成す
ることなく自由に流れることができる。この反応性ペレットは、熱可塑性樹脂を加工する
ためにプラスチック産業で一般的に使用されているものと同様である従来の溶融加工装置
に容易に供給することができる。溶融加工の間、反応性ペレットを十分な高温に加熱して
、反応性混合物のエステル縮合反応を引き起こし、水を反応副生成物として開放雰囲気に
遊離させることにより、混合物を重合及び架橋する。



(6) JP 2010-519352 A 2010.6.3

10

20

30

40

50

【００２０】
　前述した反応性ペレットを形成するのに使用される材料、この反応性ペレットの製造方
法、及び、この反応性ペレットの溶融加工から形成される物品について、以下で更に述べ
る。
【００２１】
　多価アルコール
　本反応性ペレットを形成するのに使用される反応性混合物は、多価アルコールを包含す
る。本明細書で使用する時、「多価アルコール」とは、２個以上のアルコール（すなわち
、ヒドロキシル）官能基を有するアルコールを指す。あらゆる好適な多価アルコール又は
多価アルコールの組み合わせが有用である。しかし、２０００ｇ／ｍｏｌ未満の分子量を
有する、モノマー、オリゴマー、又は短鎖の多価アルコールが好ましい。好適な多価アル
コールの非限定例には、グリセロール（グリセリンとしても当該技術分野において既知）
、グリコール、糖、糖アルコール、及びこれらの組み合わせが挙げられる。有用なグリコ
ールの非限定例には、エチレングリコール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコ
ール、ブチレングリコール、ヘキサントリオール、及び同種のもの、これらのオリゴマー
、並びにこれらの組み合わせが挙げられる。有用な糖の非限定例には、グルコース、スク
ロース、フルクトース、ラフィノース、マルトデキストロース、ガラクトース、キシロー
ス、マルトース、ラクトース、マンノース、エリトロース、ペンタエリスリトール、及び
これらの混合物が挙げられる。有用な糖アルコールの非限定例には、エリスリトール、キ
シリトール、マリトール、マンニトール、ソルビトール、及びこれらの混合物が挙げられ
る。本発明の具体的な実施形態では、多価アルコールは、グリセロール、マンニトール、
ソルビトール、及びこれらの組み合わせを含む。
【００２２】
　典型的には、多価アルコールは、本発明の反応性混合物中に約５％～約８０％、約１０
％～約７５％、約２５％～７０％、又は約３５％～６５％の量で存在することができる。
【００２３】
　有機ポリ酸及び酸無水物
　本反応性ペレットを形成するのに使用される反応性混合物は、有機ポリ酸及び無水物を
包含する。有機ポリ酸とは２個以上の酸性官能基を有する有機酸を意味し、二塩基酸、三
塩基酸（少なくとも３個の酸基を有する）、４個以上の酸性官能基を有するその他の酸、
酸ポリマー若しくは酸コポリマー、又はこれらの混合物を包含することができるが、これ
らに限定されない。このような酸には、アジピン酸、セバチン酸、クエン酸、シュウ酸、
マロン酸、コハク酸、グルタル酸、マレイン酸、フマル酸、フタル酸、イソフタル酸、テ
レフタル酸（terphthalic acid）、及びこれらの２種以上の混合物が挙げられるが、これ
らに限定されない。このような酸の無水物がまた同様に用いられてもよく、本明細書の文
脈の中での有機ポリ酸の参照にはこのような無水物が包含される。ラウリン酸、ステアリ
ン酸、ミリスチン酸、パルミチン酸、オレイン酸、リノール酸、セバシン酸、アクリル酸
、メタクリル酸、イタコン酸、及びグリシジルメタクリレートなどの一塩基酸は、所望に
より、どの段階でもポリ酸に加えて、包含されてもよい。例えば、一塩基酸は加工助剤と
して又は最終製品の特性、例えば可撓性、強度などを改質するために添加されてもよい。
【００２４】
　本発明には多くの異なったタイプの有機ポリ酸及び無水物が使用でき、アジピン酸、ク
エン酸、マレイン酸、無水マレイン酸、ポリアクリル酸、無水フタル酸、及び同種のもの
、並びにこれらの混合物が挙げられる。一塩基酸、特にステアリン酸、ラウリン酸、オレ
イン酸、及びリノール酸のような脂肪酸も反応性混合物の中に組み入れることができる。
反応性の酸性又はアルコール官能基を有するその他の官能性化合物、例えば、シリコーン
オリゴマー又はポリエチレングリコールなども組み入れてもよい。
【００２５】
　典型的には、有機ポリ酸又は無水物は、本発明の反応性混合物中に約５％～約８０％、
約１０％～約７５％、約２５％～約７０％、又は約３５％～約６５％の量で用いることが
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できる。
【００２６】
　トリグリセリド
　トリアシルグリセロールとして当該技術分野において既知である任意の好適なトリグリ
セリドも本反応性混合物中に包含されてもよい。有用なトリグリセリドの非限定例には、
トリステアリン、トリオレイン、トリパルミチン、１，２－ジパルミトオレイン、１，３
－ジパルミトオレイン、１－パルミト－３－ステアロ－２－オレイン、１－パルミト－２
－ステアロ－３－オレイン、２－パルミト－１－ステアロ－３－オレイン、トリリノレイ
ン、１，２－ジパルミトリノレイン、１－パルミト－ジリノレイン、１－ステアロ－ジリ
ノレイン、１，２－ジアセトパルミチン、１，２－ジステアロ－オレイン、１，３－ジス
テアロ－オレイン、トリミリスチン、トリラウリン、及びこれらの組み合わせが挙げられ
る。
【００２７】
　好適なトリグリセリドは、希釈していない状態で本発明の反応性組成物に添加してもよ
い。更に又はあるいは、好適なトリグリセリドを含有する油及び／又は加工油を反応性組
成物に添加してよい。油の非限定例には、ココヤシ油、トウモロコシ胚芽油、オリーブ油
、パーム種子油、綿実油、パーム油、菜種油、ヒマワリ油、鯨油、大豆油、ピーナッツ油
、亜麻仁油、トール油、及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【００２８】
　典型的には、トリグリセリドは反応性混合物中に約７５％まで、又は約２％～約５０％
、又は約５％～約２５％の量で用いられる。
【００２９】
　いくつかの実施形態では、酸及びトリグリセリドの組み合わせが反応性混合物中に用い
られる。このような実施形態では、酸及びトリグリセリドの総量は約２０％～約８０％、
約３０％～約７０％、又は約４０％～６０％である。更に又はあるいは、アルコール官能
基：エステル及び酸官能基の合計とのモル比は、少なくとも約１：１、又は少なくとも約
４：１である。いくつかの実施形態では、そのモル比は、約１：１～約２００：１、又は
約１：１～約５０：１である。
【００３０】
　本発明の反応性混合物はまた、一塩基酸、及び適切な量のモノグリセリド、又はトリグ
リセリドの代替としてジグリセリドを包含することができる。
【００３１】
　追加の構成要素
　本反応性ペレットを形成するのに使用される反応性混合物は、組成物の加工及び／又は
最終用途に所望される１種以上の追加の構成要素を更に包含してもよい。追加の構成要素
は、あらゆる好適な量で存在してもよい。いくつかの実施形態では、追加の構成要素は、
本反応性混合物の約０．０１重量％～約３５重量％、又は約２重量％～約２０重量％の量
で存在してもよい。追加の構成要素の非限定例には、追加のポリマー、加工助剤、及び同
種のものが挙げられるが、これらに限定されない。
【００３２】
　有用な追加のポリマーの非限定例には、ポリヒドロキシアルカノエート、ポリエチレン
、ポリプロピレン、ポリエチレンテレフタレート、マレイン酸変性ポリエチレン、マレイ
ン酸変性ポリプロピレン、ポリ乳酸、変性ポリプロピレン、ナイロン、カプロラクトン、
及びこれらの組み合わせが挙げられる。追加のポリマーにはまた、２０００ｇ／ｍｏｌを
超える分子量を有するポリビニルアルコール及び多価アルコールが挙げられる。
【００３３】
　生分解性及び／又はフラッシャブル性が挙げられるがこれらに限定されない特性が所望
される実施形態では、追加の好適な生分解性ポリマー及びこれらの組み合わせが有用であ
る。いくつかの実施形態では、脂肪族構成要素を含有するポリエステルが、好適な生分解
性熱可塑性ポリマーである。いくつかの実施形態では、ポリエステルの中でも、脂肪族構
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成要素及びポリ（ヒドロキシカルボン酸）を含有するエステル重縮合体が好ましい。エス
テル重縮合体には、ポリブチレンサクシネート及びポリブチレンサクシネートコ－アジパ
ートのような二酸／ジオール脂肪族ポリエステル；ブチレンジオール、アジピン酸、及び
テレフタル酸から作製されるターポリマーのような脂肪族／芳香族ポリエステルが挙げら
れるが、これらに限定されない。ポリ（ヒドロキシカルボン酸）には、乳酸系ホモポリマ
ー及びコポリマー、ポリヒドロキシブチレート、並びに他のポリヒドロキシアルカノエー
トホモポリマー及びコポリマーが挙げられるが、これらに限定されない。いくつかの実施
形態では、ポリ乳酸のホモポリマー又はコポリマーが好ましい。変性ポリ乳酸及びその異
なる立体構成もまた使用してもよい。好適なポリ乳酸は、典型的には、約４，０００ｇ／
ｍｏｌ～約４００，０００ｇ／ｍｏｌの範囲の分子量を有する。好適な市販のポリ乳酸の
例には、カーギルダウ（Cargill Dow）からのネイチャーワークス（NATUREWORKS）（商標
）、及び三井化学（Mitsui Chemical）からのラセア（LACEA）（商標）が挙げられる。好
適な市販の二塩基酸／ジオール脂肪族ポリエステルの例は、ビオノーレ（BIONOLLE）（商
標）１０００及びビオノーレ（商標）３０００として、昭和高分子社（Showa Highpolmer
 Company, Ltd.）（日本、東京）から販売されている、ポリブチレンサクシネート／アジ
パートコポリマーである。好適な市販の脂肪族／芳香族コポリエステルの例は、イースト
マンケミカル（Eastman Chemical）からイースタービオ（EASTAR BIO）（商標）コポリエ
ステル、又はＢＡＳＦからエコフレックス（ECOFLEX）（商標）として、販売されている
ポリ（テトラメチレンアジパート－コ－テレフタレート）である。いくつかの実施形態で
は、生分解性ポリマー又はポリマーの組み合わせは、ポリビニルアルコールを含んでもよ
い。
【００３４】
　前述の生分解性ポリマー及びこれらの組み合わせは、本反応性混合物の約０．１重量％
～約７０重量％、約１重量％～約５０重量％、又は約２重量％～約２５重量％の量で存在
してもよい。
【００３５】
　加工助剤は通常、本反応性混合物中に反応性混合物の約０．１重量％～約３重量％、又
は約０．２重量％～約２重量％で存在する。加工助剤の非限定例には、潤滑剤、抗粘着剤
、ポリマー、界面活性剤、油、スリップ剤、及びこれらの組み合わせが挙げられる。具体
的な加工助剤の非限定例には、ステアリン酸マグネシウム、脂肪酸アミド、脂肪酸の金属
塩、ワックス酸エステル及びこれらの石鹸、モンタンワックス酸、エステル及びこれらの
石鹸、ポリオレフィンワックス、非極性ポリオレフィンワックス、天然及び合成パラフィ
ンワックス、フルオロポリマー、及びケイ素が挙げられる。こうした化合物の市販の例に
は、クローダミド（Crodamide）（商標）（クローダ（Croda）、英国、ノースハンバーサ
イド（North Humberside））、アトマー（Atmer）（商標）（ユニケマ（Uniqema）、ベル
ギー、エバーベルグ（Everberg））、及びエポスタン（Epostan）（商標）（日本触媒（N
ippon Shokobai）、日本、東京）が挙げられるが、これらに限定されない。
【００３６】
　他の添加剤が、これらから形成される最終製品又は材料に追加の物理的特性を付与する
ために反応性混合物中に存在することができる。このような添加剤には、酸基、アルコー
ル基、及びこれらの組み合わせなどの官能基を有する化合物が挙げられる。このような化
合物には、シリコーンオリゴマー、ポリエチレングリコール、及びこれらの組み合わせが
挙げられる。
【００３７】
　充填剤
　反応性ペレットに成形される反応性組成物を供給する反応性混合物と混合される充填剤
は、３００μｍ未満、１００μｍ未満、又は５０μｍ未満の等価直径を有する固体粒子を
含む。本発明の反応性組成物中に存在する充填剤の非限定例には、タルク、粘土、パルプ
、木粉（wood, flour）、クルミ殻、セルロース、綿、黄麻、ラフィア、米のもみ殻、動
物の剛毛、キチン、ＴｉＯ2、熱可塑性デンプン、生デンプン、粒状デンプン、珪藻土、
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ナノ粒子、炭素繊維、ケナフ、シリカ、無機ガラス、無機塩、粉末可塑剤、粉末ゴム、ポ
リマー樹脂、及びこれらの組み合わせが挙げられる。マグネシウム、アルミニウム、ケイ
素及びチタンの酸化物などの無機充填剤などの更なる添加剤も、高価でない充填剤又は加
工助剤として添加してもよい。他の無機材料には、水和ケイ酸マグネシウム、二酸化チタ
ン、炭酸カルシウム、窒化ホウ素、石灰岩、雲母、ガラス、石英、及びセラミックスが挙
げられる。更に、アルカリ金属塩、アルカリ土類金属塩、リン酸塩などの無機塩を加工助
剤として使用してもよい。添加することができる別の材料は、環境による分解プロセスを
更に加速するために、ステアリン酸コバルト、クエン酸、酸化カルシウム及び米国特許第
５，８５４，３０４号（ガルシア（Garcia）ら）に見出される他の化学組成物を配合した
化学組成物である。
【００３８】
　前述の充填剤及びこれらの組み合わせは、反応性ペレットを形成する反応性組成物中に
、反応性組成物の約２５重量％～約８０重量％、約３０重量％～約７０重量％、又は約５
０重量％～約６５重量％の量で存在してもよい。
【００３９】
　エステル縮合反応
　本明細書で前述しているように、アルキド樹脂は、多価アルコール及び多官能性有機ポ
リ酸などのモノマーを含む反応性混合物の縮合反応から、又は、多価アルコールと酸との
間に縮合反応が既に部分的には生じているが完全には生じていないプレ架橋段階にまでモ
ノマー混合物を反応させることにより作製されるプレポリマーであるオリゴマーから、作
製される。縮合反応の間、反応性混合物の温度が多価アルコールと酸との間の反応を推進
するために十分な時間にわたって十分に高いならば、形成される組成物は水安定性樹脂組
成物に転換するであろう。例えば、反応性混合物は、水除去と水安定性組成物への転換を
促進する穴又は他の改良点を備える押出成形機において溶融加工することができる。した
がって、このような実施形態では、組成物を、例えば、フィルム、シート、及び成形品、
並びにこれらの組み合わせなどの最終用途のために好適である形態に溶融押出成形するこ
とが好都合である。
【００４０】
　一方で、反応性混合物の溶融加工が行われる温度若しくは条件が、十分に低く、及び／
又は、多価アルコールと酸との間の反応を推進するのに不十分な時間であるならば、得ら
れる押出品は反応性混合物を含み、これは更に加工されてもよく、所望により、更なる加
熱によって水安定性組成物に転換される。したがって、この実施形態では、反応性混合物
は、取り扱い、更なる加工、又は同種のものを容易にする形態で供給することができる。
例えば、反応性混合物は、充填剤と組み合わせることができ、これは、固体形態に押出成
形することができる本発明による反応性組成物を形成する。特定の実施形態では、この反
応性組成物押出品は溶融加工に好適である反応性ペレットに成形される。この実施形態で
は、フィルム、シート、コーティング、及び成形品、又は他の所望される製品形態を形成
するための反応性ペレットの更なる溶融加工が、反応性組成物の水安定性組成物又は製品
への転換をもたらすのに、十分な温度及び時間条件下で行われてもよい。あるいは、溶融
加工が、反応性組成物の水安定性組成物への転換をもたらすのに、十分な温度及び時間条
件下で行われない場合には、得られる反応性組成物は引き続き加熱して水安定性製品に転
換することができる。
【００４１】
　反応性ペレット形成
　本発明では、反応性モノマー混合物又はプレポリマーは、前述した十分な量の粒子状充
填剤と混合され、この混合物のレオロジー的稠度を溶融加工可能な反応性ペレットを製造
するために好適であるようにする。このモノマー混合物又はプレポリマーは加熱して、粒
子状充填剤との容易な混合に十分な流体とすることができる。例えば、混合時に、この反
応性混合物の温度は約８０℃～約１３０℃の範囲にあり、反応物質混合物の粘性は、約１
０００ポアズ未満、約５００ポアズ未満、約２００ポアズ未満、及び約１００ポアズ未満
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であることができる。十分な量の粒子状充填剤が添加されて、ストランドに押出成形して
小さなペレットに切断することができる柔軟なドウ又は溶融プラスチックの稠度を達成す
る。冷却すると、ペレットは十分に硬質でべたつかず、集塊を形成することなく粒状形態
を維持して、取り扱いを容易にする。得られる反応性で溶融加工可能な複合材料ペレット
は、従来の熱可塑性樹脂の加工と同様の方式で、射出成形用鋳型を備えた押出成形機など
の溶融加工装置に供給することができる。
【００４２】
　反応性混合物形成の間、架橋を生じるエステル縮合反応は、アルキド縮合反応について
のゲル化点よりも下にあることが望ましい。ゲル化点は、少なくとも１つの非常に大きい
分子がポリマー相と同一の広がりを持ち、流動がもはや不可能であり、材料がより固体の
ように挙動するように、反応剤の生成物によって形成される十分なポリマー鎖が共に結合
される状態であると定義される。反応物質混合物を物品に成形することができるように十
分な流動性を保持するために、最終加工の前に反応性混合物がゲル化点よりも下にあるこ
とが望ましい。
【００４３】
　ゲル化点に達するまでに、反応性混合物の縮合反応がオリゴマーのようなプレポリマー
又は更により大きな分子が形成される点まで進行することが有利である場合があり、それ
でも、混合物は、流動して有用な物品に成形される能力を保持する。本発明のいくつかの
実施形態では、充填剤と混合されて反応性ペレットを形成するのに先立って、反応性混合
物の流動能力を保持しながら最大限の水が反応性混合物から取り除かれるように、反応混
合物のエステル縮合反応がある程度まで進行してゲル化点に接近できることが有利である
場合がある。ペレットの形成に先立って反応性混合物からの水の除去を最大化することに
より、反応性ペレットが溶融加工されて物品に成形される時に、最終加工工程で必要とさ
れる残りのエステル縮合反応及びこれに対応する水の除去を最小化することができる。
【００４４】
　本発明に記載の反応性ペレットは、反応性モノマー混合物又はプレポリマーを含む反応
性混合物、及び充填剤を包含する反応性組成物を従来の混合及び／又は押出成形技術を使
用して、溶融混合及び／又は押出成形することにより形成することができる。典型的には
、構成要素は、従来の配合技術を使用して混合される。配合工程の目的は、視覚的に均質
な溶融組成物を製造することである。
【００４５】
　好適な混合装置は、複数の注入点を有する複数の混合領域の二軸押出成形機である。複
数の注入点を使用して反応性混合物及び充填剤を添加することができる。二軸バッチ混合
機又は一軸押出成形システムも用いることができる。十分に混合及び加熱される限り、使
用される具体的な機器は重要ではない。材料を配合するための別の方法は、押出成形シス
テムに反応性混合物を添加することを含み、このシステムで徐々に温度を上昇しながらこ
れらを混合する。例えば、６つの加熱ゾーンを有する二軸押出成形機を用いてもよい。し
かしながら、ペレットを形成するためには溶融した混合物を押出成形することが必要でな
い可能性があり、構成要素の成分を組み合わせて反応性組成物を形成し、本発明の対応す
る反応性ペレットを形成するために、通常、当該技術分野において既知の又はこの目的に
好適な任意の方法を使用することができる。典型的には、こうした技術には、加熱及び混
合、並びに所望により加圧が挙げられるであろう。当業者であれば理解するように、詳細
な順序又は混合、温度、速度又は時間、及び装置は、様々であることができる。
【００４６】
　ペレットの溶融加工
　反応性組成物から形成される反応性ペレットを溶融加工して物品に作製する時、架橋反
応は、反応性ペレットの溶融加工の間か又は溶融加工に続く追加の後硬化工程までかのい
ずれかで完了することができる。反応性ペレットの溶融加工から完全に架橋された物品を
製造するために、溶融加工の間に加熱することにより、反応性混合物のエステル縮合反応
を引き起こし、及び／又は、完了に向かわせる。反応副生成物として生じた水は、反応を
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促進させるために効率良く取り除かれる。反応混合温度は、溶融加工の間に架橋反応を完
了に向かわせるために、約１００℃～約３００℃、約１２０℃～約２８０℃、又は約１５
０℃～約２６０℃であってもよい。本発明のいくつかの実施形態では、触媒が、エステル
縮合及び／若しくはエステル交換反応を、開始する並びに／又は促進するために使用され
てもよい。あらゆる好適な触媒が有用である。有用な触媒の非限定例には、ルイス酸が挙
げられる。触媒の非限定例には、パラ－トルエンスルホン酸、メタンスルホン酸、及び直
鎖アルキルベンゼンスルホン酸が挙げられる。
【００４７】
　後硬化を介しての架橋反応の完了は、従来の対流式又は輻射式又はマイクロ波式オーブ
ンの中で、並びに、他の手段により、エステル縮合反応及びこれに対応して物品から水を
除去することを完了するために、後硬化工程の間に製品を加熱することで、達成すること
ができる。
【００４８】
　物品
　本明細書で使用する時、「物品」とは、本発明に記載の溶融加工可能な反応性ペレット
のみから作製される物品、又は少なくとも一部を本発明による溶融加工可能な反応性ペレ
ットから作製される物品を網羅することを意味する。物品には、フィルム、シート、積層
体、コーティング、及び発泡体のような押出成形品、成形品、及びこれらの組み合わせが
挙げられるが、これらに限定されない。個人衛生物品及び吸収性物品は、本発明の反応性
組成物から作製される物品であってもよく、又は本発明の反応性組成物から作製される物
品を含んでもよい。
【００４９】
　押出成形品
　フィルム
　本発明のいくつかの実施形態では、物品はフィルムである。本明細書で使用する時、「
フィルム」とは、長さ対厚さの比及び幅対厚さの比が大きい、薄く連続した材料又は基材
を意味し、「大きい」とは、約１０：１超過の比を意味する。厚さの正確な上限値の要件
はないが、上限値は、約０．２５４ｍｍ、約０．０１ｍｍ、又は約０．００５ｍｍであろ
う。
【００５０】
　本発明のフィルムは、使い捨て個人衛生物品（例えば、おむつ、生理用品、及び同種の
もの）、包装（例えば、食品ラップ、消費者製品ラップ、パレット及び／又はクレートラ
ップ、及び同種のもの）、あるいは袋（食料雑貨袋、食品保存袋、サンドイッチ袋、再密
閉可能な袋、ごみ袋、及び同種のもの）が挙げられるがこれらに限定されない様々な使い
捨て製品において、用いることができる。他のフィルムとよく似ているように、本フィル
ムの保護価値は、その連続性、すなわち穴又は亀裂のなさに依存する可能性があるので、
大気水蒸気及び／又は酸素のような分子に対する効果的なバリアとして用いられてよい。
本発明のいくつかの実施形態では、フィルムは、液体不透過性であり、使い捨ておむつ、
婦人衛生パッド、及び同種のものが挙げられるがこれらに限定されない吸収性使い捨て衛
生品目において使用するのに適している。
【００５１】
　本発明のフィルムは、例えば、生分解性及び堆肥化可能性のような多数の物理的特徴を
有してもよい。おむつ及び婦人衛生パッドが挙げられるがこれらに限定されない個人衛生
物品中の堆肥化可能バックシートとして良好に機能するフィルムは、米国特許第５，４９
８，６９２号に記載されるような特徴を有してよい。
【００５２】
　本発明のフィルムは、単層又は多層フィルムを製造するために使用されるあらゆる好適
な方法を使用して作製されてもよい。使用方法の非限定例には、キャストフィルム吹き込
み成形、キャストフィルム押出成形、及び吹き込みフィルム押出成形が挙げられる。これ
らの方法、並びに他の好適な方法は、米国特許第５，４９８，６９２号に記載されている
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。
【００５３】
　いくつかの実施形態では、本明細書で開示されている反応性組成物から作製されるスト
ランド、ペレット、又は粉末、並びにこれらの組み合わせは、フィルム押出成形機の中で
、ドライブレンド及び溶融混合される。フィルム押出成形機の中で不十分な混合が生じる
実施形態では、ストランド、ペレット、粉末、及びこれらの組み合わせは、初めにドライ
ブレンドされ、その後、事前配合押出成形機内で溶融混合され、フィルム押出成形に先立
って再ペレット化することができる。
【００５４】
　発泡体
　本発明の別の実施形態では、物品は発泡体である。本明細書で使用する時、「発泡体」
とは、その見掛け密度が、そのバルク全体にわたって分布する多数の気泡の存在によって
実質的に低下した本発明の反応性組成物を指す（ＡＳＴＭ　Ｄ８８３－６２Ｔ、米国材料
試験協会（American Society for Testing and Materials）、ペンシルベニア州フィラデ
ルフィア（Philadelphia）、１９６２年を参照されたい）。固体が連続的で、合成ポリマ
ー又はゴムからなる、このような二相気体／固体系には、気泡ポリマー（又はコポリマー
）、膨張プラスチック、及び発泡プラスチック（「工業化学百科事典（Encyclopedia of 
Chemical Technology）」１１巻、ジョン・ワイリー＆サンズ（John Wiley & Sons）、ニ
ューヨーク、１９８０年）が挙げられる。
【００５５】
　気体相は、ポケット又は「気泡」と呼ばれる空洞に分配されてよく、気泡は連続気泡及
び独立気泡の２種類に分類される。連続気泡材料は、気体が自由に気泡を通過してよいよ
うに、その気泡が相互結合する発泡体である。独立気泡材料は、別個の気泡を有し、互い
に分離される。
【００５６】
　発泡体は、可撓性及び硬性発泡体に更に分類される。この分類は、特定のＡＳＴＭ試験
手順（ＡＳＴＭ　Ｄ、３７巻、１５６６～１５７８頁、米国材料試験協会（American Soc
iety of Testing and Materials）、ペンシルベニア州フィラデルフィア（Philadelphia
）、１９７８年を参照されたい）に基づく。可撓性発泡体は、２０×２．５×２．５ｃｍ
片が、１５～２５℃において均一速度１ｌａｐ／５秒で２．５ｃｍマンドレルの周りに巻
き付く時、破裂しない発泡体である。この試験下で破裂する発泡体は、硬性発泡体と呼ば
れる。
【００５７】
　本発明に記載の発泡体は、包装、快適緩衝材、断熱材、構造用構成要素及び同種のもの
が挙げられるが、これらに限定されないあらゆる好適な用途を見出すことができる。包装
のいくつかの領域においては、生分解性及び／又は堆肥化可能性が向上した発泡材料は、
例えばポリスチレン、紙、及びデンプン発泡体のような、現在使用されている包装に、優
れた利益を提供するであろう。熱い食品用容器では、ポリスチレンは、唯一の現在分解可
能な代わりの包装紙よりも、著しく高い断熱を提供する。本発明の反応性組成物を含む発
泡物品は、ポリスチレンの断熱特性を有するが、それにも関わらず生分解性及び／又は堆
肥化可能である。これらの材料は、熱い食品のテイクアウト及び冷たい食品の包装に理想
的である。
【００５８】
　発泡ポリスチレンチップは、消費者及び工業製品のためのクッション付包装材料として
使用される。これらのチップの多くは、埋立地で処分される。本発明の反応性組成物を含
む発泡チップは、ポリスチレンのように機能することができるが、それにも関わらず生分
解性及び／又は堆肥化可能性が高い。更に、本発明に記載の発泡チップは水安定性であり
得る。
【００５９】
　本発明の発泡体は、あらゆる好適な方法を使用して作製することができる。方法の非限
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定例は、米国特許第５，４９８，６９２号に記載されている。
【００６０】
　成形品
　本発明の別の実施形態では、物品は成形品である。本明細書で使用する時、「成形品」
とは、反応性組成物から形成されるものを指す。本発明の反応性組成物から形成される溶
融加工可能な反応性ペレットは、溶融加工され、引き続いて、例えば、雌型によって画定
される形状に、射出されてもよく、圧縮されてもよく、又は気体によって吹きつけられて
もよい。これらの物品は、玩具のような固体物品、又はボトル及び容器のような中空であ
ることができる。成形品の製造方法は、米国特許第５，４９８，６９２号に更に詳細に記
載されている。
【００６１】
　使い捨てパーソナルケア製品
　更に本発明は、本発明の反応性組成物を含む使い捨てパーソナルケア製品に関する。い
くつかの実施形態では、使い捨てパーソナルケア吸収性物品は、液体透過性トップシート
、本発明のフィルムを含む液体不透過性バックシート、及びトップシートとバックシート
との間に位置する吸収性コアを含む。いくつかの実施形態では、パーソナルケア吸収性物
品は、堆肥化可能である。こうした吸収性物品の非限定例には、幼児おむつ、成人失禁ブ
リーフ及びパッド、並びに婦人衛生パッド及びライナーが挙げられる。
【００６２】
　本発明の反応性組成物を含む更なるパーソナルケア製品には、個人洗浄拭き取り用品；
包帯、創傷包帯、創傷洗浄パッド、手術衣、手術用カバー、手術用パッドなどの使い捨て
ヘルスケア製品；ガウン、拭き取り用品、パッドなどの他の施設用の（institutional）
及びヘルスケア用の使い捨て製品、シーツ及び枕カバー、発泡体マットレスパッドなどの
寝具品目が挙げられるが、これらに限定されない。
【００６３】
　重要なことには、本発明に記載の吸収性物品は、ポリオレフィン（例えばポリエチレン
バックシート）のような材料を用いる従来の吸収性物品より、生分解性及び／又は堆肥化
可能の程度が大きい可能性がある。
【実施例】
【００６４】
　実施例１：反応性モノマー混合物の調製
　１，０００ｇのグリセロール（スーパーロール・グリセリン（Superol Glycerin）、プ
ロクター＆ギャンブル社（Procter & Gamble）、シンシナティ（Cincinnati））を約６０
℃に加熱して、過剰な粘性を低減する。２．５ｇの直鎖アルキルベンゼンスルホン酸（Ｈ
ＬＡＳ、プロクター＆ギャンブル社（Procter & Gamble）、シンシナティ（Cincinnati）
）を触媒として添加し、１，０００ｇの無水マレイン酸（アルドリッチ社（Aldrich）、
セントルイス（St. Louis））をグリセロールに徐々に混合して透明な混合溶液を形成す
る。無水マレイン酸をクエン酸、アジピン酸、又はコハク酸（アルドリッチ社（Aldrich
）、セントルイス（St. Louis））に換えて、この手順を繰り返して、異なるモノマー混
合物を作製する。
【００６５】
　実施例２：反応性プレポリマーの調製
　実施例１のグリセロール、無水マレイン酸、及びＨＬＡＳの混合物１，０００ｇを１４
０℃に加熱して、無水マレイン酸とグリセロールとの間の縮合反応を行って、オリゴマー
性の反応性プレポリマーを製造する。反応が停止したら４０分以内で１００℃以下に冷却
し、混合物がゲル化しないようにする。実施例１の他の反応性モノマー混合物を使用する
ことにより、同様の方式で他の反応性プレポリマーも作製する。
【００６６】
　実施例３：反応性プレポリマーによるペレットの調製
　実験室用ミキサーを使用して、４５０ｇの温めた実施例２のマレイン酸グリセロールプ
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レポリマーを５５０ｇのカオリン粘土（ユニミン社（Unimin Corporation）、スノブライ
ト（Snobrite））と混合し、柔らかなドウを製造する。電気挽肉機（キッチンエイド社（
Kitchen Aid）、ミシガン州セント・ジョゼフ（St. Joseph））を通過させることにより
、ドウを更に混合する。このドウ混合物を共回転押出成形機（ベルシュトルフ・ウルトラ
グライド（Berstorff Ultraglide））に供給して、４１．１℃（１０６°Ｆ）、７１．１
℃（１６０°Ｆ）、９３．３℃（２００°Ｆ）、１３２．８℃（２７１°Ｆ）、１４８．
９℃（３００°Ｆ）、１６２．８℃（３２５°Ｆ）、及び１７６．７℃（３５０°Ｆ）の
設定温度範囲で、１５０ｒｐｍのスクリュー速度で操作する。熱を持った押出品のストラ
ンドをエアテーブル上で冷却し、次にバーリン（Berlyn）ペレット製造機（マサチューセ
ッツ州ウースター（Worcester））でペレット化する。同様の手順を使用して、実施例２
の他の反応性プレポリマーでペレットを作製する。
【００６７】
　実施例４：モノマー混合物によるペレットの調製
　実験室用ミキサーを使用して、実施例１のグリセロールと無水マレイン酸の１４０℃で
の混合物４００ｇをカオリン粘土（ユニミン社（Unimin Corporation）、スノブライト（
Snobrite））６００ｇと混合し、柔らかなドウを製造する。挽肉機（キッチンエイド社（
Kitchen Aid）、ミシガン州セント・ジョゼフ（St. Joseph））を通過させることにより
、ドウを更に混合する。このドウ混合物を共回転押出成形機（ベルシュトルフ・ウルトラ
グライド（Berstorff Ultraglide））に供給して、４１．１℃（１０６°Ｆ）、７１．１
℃（１６０°Ｆ）、９３．３℃（２００°Ｆ）、１３２．８℃（２７１°Ｆ）、１４８．
９℃（３００°Ｆ）、１６２．８℃（３２５°Ｆ）、及び１７６．７℃（３５０°Ｆ）の
設定温度範囲で、１５０ｒｐｍのスクリュー速度で操作する。熱を持った押出品のストラ
ンドをエアテーブル上で冷却し、次にバーリン（Berlyn）ペレット製造機（マサチューセ
ッツ州ウースター（Worcester））でペレット化する。同様の手順を使用して、実施例１
の他のモノマー混合物でペレットを作製する。
【００６８】
　実施例５：成形品の調製
　実施例３の溶融加工可能な反応性ペレットを、射出成形機（アーブルグ社（Arburg Gmb
H））を備えた押出成形機（ベルシュトルフ・ウルトラグライド（Berstorff Ultraglide
））に供給して、通常のプラスチック物品と同様の方式で成形品を製造する。いくつかの
成形品を９０℃のオーブンで１６時間にわたって焼成して、更に反応性構成要素の硬化を
完了させる。
【００６９】
　本明細書に開示されている寸法及び値は、列挙した正確な数値に厳しく限定されるもの
として理解するべきではない。それよりむしろ、特に指定されない限り、こうした寸法は
それぞれ、列挙された値とその値周辺の機能的に同等の範囲との両方を意味するものとす
る。例えば、「４０ミリメートル」として開示する寸法は、「約４０ミリメートル」を意
味することを意図したものである。
【００７０】
　本発明の「発明を実施するための形態」で引用した全ての文献は、関連部分において、
本明細書に参考として組み込まれるが、いずれの文献の引用も、それが本発明に対する先
行技術であることを容認するものとして解釈されるべきではない。本書における用語の任
意の意味又は定義が、参照により組み込まれた文献における同一の用語の任意の意味又は
定義と相反する限りにおいては、本書においてその用語に与えられた意味又は定義が適用
されるものとする。
【００７１】
　本発明の特定の諸実施形態を図示し、記載したが、本発明の趣旨及び範囲から逸脱する
ことなく他の様々な変更及び修正を実施できることが当業者には自明であろう。したがっ
て、本発明の範囲内にあるこのような全ての変更及び修正を、添付の特許請求の範囲で扱
うものとする。
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